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Later Yara Administration's "reversion" Strategy and Bipartisan

























2 行政用語としての「一体化」の意義は、68 年 1 月 19 日、日米琉諮問委員会設置の際に交わされた外交文書に見られ
るように、「本土と沖縄との間の経済的及び社会的格差が減少し及び除去され、また、沖縄における経済社会生活の行
政的、組織的及び構造的な面が一層本土と一体化」される状態を指す。
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だろうか。まず、沖縄経済については、66 年〜 71 年度 ( 琉球政府会計年度 ) の GNP は名目
で年平均 16.9％の高い増加率を示し、人口一人当たり GNP は 66 年度の 483 ドルから 71 年
度の1,036ドルへと6年間で2倍以上となった (池宮城、2006、pp.24-25)。こうした高度成長は、







【 英 文 】”economic and social differences between Japan Proper and the Ryukyu Islands may be reduced and 
eliminated and by which the administrative organizational and structural aspects of Ryukyuan economic and 
social life may be brought into greater identity with Japan Proper”　 
琉球政府渉外課（1968）








機として、61 年度 ( 日本政府会計年度 ) 以降、それまでの南方同胞援護会を介した間接援助
に加える形で始められ、当初は米国の沖縄施政権をおびやかさない程度に抑制的であったが、
66 年に至り、米国の援助額を上回った。取り分け、67 年 11 月の佐藤・ジョンソン日米共同
コミュニケ 4 を踏まえ、翌 68 年 11 月に「日本本土と沖縄との一体化に関する基本方針につ
いて」が閣議決定されると 69 年度以降の援助額は量的に拡大し、71 年度までの 10 年間で平
均増加率 56.3％という驚異的な伸びを示した ( 閣議決定、1968)。

























4 Lyndon B. Johnson ＆ Eisaku Sato.(1967) 沖縄返還時期について両三年内の合意を約した。
5 Richard Nixon ＆ Eisaku Sato.(1969) 










向けて大衆路線による要求活動を展開する構えを示した ( 前掲『読売新聞』夕刊 3 面 )。










　70 年 3 月、日本政府が「沖縄復帰対策の基本方針」を閣議決定すると、琉球政府においても、
8 月に「復帰対策大綱」を決定し、「沖縄総合開発特別措置法に関する立法要請」を行うなど、
復帰準備は日琉両政府間の行政実務ベースで協調して進んでいく。
　こうした中、70 年 12 月には、米軍人が起こした交通事故が引き金となりコザ騒動が発生
する。これは長年の米軍支配に対する沖縄住民の鬱屈した感情が噴出した象徴的な出来事と










7 Lyndon B. Johnson ＆ Eisaku Sato.(1965) 　
8 1965 年に米国民政府広報室が発表した「米国の沖縄管理の理由」と題する公式回答　南方同胞援護会 (1966)
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せた経緯 9 がある。70 年 8 月 31 日の日誌に屋良は、「ゲバ的の者に乗っ取られ、教職員組織
がバラバラになる恐れ」を記している。






であるとする見解を明らかにしている ( 沖縄県祖国復帰協議会、1971a)。71 年 6 月、沖縄返
還協定の全貌がようやく明らかになると、「日本の軍国主義復活と憲法改悪、アジア核安保体
制確立の『テコ』として、沖縄返還が逆用されたにすぎない。」と認識を更にエスカレートさ
せた 10。しかし、こうした動きについては、同盟 ( 旧民社党系 ) のように「安保廃棄闘争の中
に沖縄の返還を埋没させるもの」として支持しない団体もあった。
　後期屋良政権下で、沖縄の「復帰」のあり方を問う動きが、このように反体制的な大衆路















 9 沖縄教職員会 ( 作成年不詳 )「教職員会の設立〜」
10 沖縄県祖国復帰協議会 (1971b) pp.687-688　「県民無視の『返還』協定調印に抗議する声明」
11 屋良 (1953-1973) 【屋良メモ】71.10 ニクソンショック等メモ「11.10 ゼネスト事件」
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備作業に広く県民の意思を結集していくため、1970 年 11 月、「復帰対策県民会議」( 安里源
秀会長 ) の設置を決め、同会議のメンバー構成を保革のバランスにも配慮しつつ県内各界各
層を代表する 47 名 ( 当初 ) とした。しかし、その折も折、以前から問題含みの事項であった「教
育委員任命制」が、本土政党の圧力により、沖縄復帰対策要綱第一次分 ( 閣議決定、1970) に
押し込まれたことを事後的に知らせる山野長官 ( 沖縄・北方対策庁 ) からの電話が入った ( 屋














復帰対策室、1971)。この件は、2 月 5 日の第三回会議まで結論を持ち越し、県民会議におい
て唯一多数決 (22対 11)で処理され、大統領命令の改正により選挙は回避されることとなった。
この選択について、同会議の事務を統括した瀬長浩 ( 副主席クラスの復帰対策室長を兼務 ) は、
「今から顧みてもこの選択は賢明だった。一つ間違えば復帰準備はマヒし、後世に悔いを残し
かねなかった。」と述懐している ( 瀬長 1985,p.15)。
−−−−−−−−−−−−−−−−−−−−
12 屋良 (1953-1973)【屋良メモ】71.5 〜 71「返還協定と基地に因んで」
13 中央教育委員会は、70 年 10 月 9 日、沖縄の教育委員会制度が「公選制を基調とした民主的な制度として長年なじみ、
教育行政に功績があった」として、屋良主席あてに存続を求める要請を発出していた。琉球政府総務局渉外広報部渉外
課 (1970)
14 中曽根防衛庁長官は、70 年 10 月、初めて沖縄を訪問し、自衛隊配備への理解を求めたが、屋良は、自衛隊配備に
ついて県民が抱く戦争への不安を強調した。『沖縄タイムス』70 年 10 月 8 日夕刊
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次第に琉球政府に移ってきた。労働法、教育委の選挙制など本土より進んだ ( ？ ) 制度も獲得
した。復帰によって本土の各県並みになってしまうことは遺憾であると感じた。」「維新の志
士のように縦横に策を練り、東西に奔走する、ということもなくなる。早い話が 100 万人中






球の帰属を国際法上明らかにするために明治政府が行った一連の措置をいう。1872 年 ( 明治 5 年 ) の琉球藩王冊封か
ら 1879年 (明治 12年 )の沖縄県設置 (琉球藩・藩王の廃止と主権国家日本への包摂 )に至る措置をいう。「琉球処分」、「琉
球藩処分」の呼称は、琉球藩の日支両属を廃し、清国への臣礼を謝絶することを要求した明治政府側の内部文書やこの
動きを知った清国の照会や抗議を受けて琉球の帰属に関して交渉等を行った経過を記録した文書に見られる。例：国立
公文書館所蔵 太政官作成 (1871)「琉球処分提綱」別 00091500





16 要請を行ったのは、平敷静男 ( 教職員会会長代行 )、仲吉良新 ( 公務員等共済組合 )、仲宗根悟 ( 復帰協事務局長 ) ら






















































同声明が合意される直前の時期 (69 年 10 月 ) に「オキナワ実業者連盟」を名乗る者から 160
名の米国議員あてに「日本復帰をほっしない」旨の手紙が一斉に送達されたことを米側が報
告した事案である。この動きは、沖縄の既得権益層ともいえる経済界にくすぶっていた復帰









































　沖縄返還協定調印式は、6 月 17 日の夜、首相官邸の大広間で行われ、早朝のワシントンと
の間を衛星で繋ぐ外交史上初めての一大イベントとなった。しかし、沖縄の革新与党が「こ
27






















た。7 月のニクソン訪中宣言と 8 月の新経済政策 ( ドル紙幣と金の兌換停止 ) を契機に、従
来の米ソ二大国拮抗の構図から国際関係が多極化する傾向が明確になった。沖縄にもドル・
ショックが波及する中、革新与党との軋轢により執行部の体制見直しを余儀なくされた琉球
政府は、9 月 17 日、旧体制で保留となっていた政策推進会議を発足させ、政府与党間の連絡
を密にする措置をとった。






いる。『沖縄タイムス』71 年 6 月 16 日夕刊、屋良 (1953-1973)【屋良メモ】71 メモ「6 月 17 日返還協定、調印式欠席
の経緯」










接点になるんです。」と振り返る ( 琉球新報社、1983、 p. 266)。
　決起総会に欠席した屋良は、信頼する宮里 ( 松正 ) 副主席の意見をも聞いた上で、地元マス














にはあらゆる方法を考えないといかん」とその事情を振り返る ( 琉球新報社、1983、 p.272)。 











21 沖縄県祖国復帰協議会 (1971b) pp. 692-693 「沖縄協定批准国会闘争決起総会 宣言」
22  『沖縄タイムス』 71 年 10 月 16 日朝刊；インタビュー「沖縄国会への提言」、屋良 (1953-1973)【屋良メモ】71.10
ニクソンショック等メモ「タイムス質問について副主席の意見」( 作成日時不詳 10 月 12 日以降か ) 及び「沖縄国会に
対する行政府の態度」( 同左 10 月 26 日以降か ) 
課 (1971a)
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建議書の作成が提案された翌日 (10 月 12 日 )、山中長官自らが懸念を示す電話を屋良に入れ
ている。屋良は、互いに信頼し合う山中長官を「窮地に立たす」ことに深く悩み、その胸の
内を日誌に記している 24。11 月 18 日の日付が印字された「建議書」を携えた屋良が羽田に
降り立ったとき、沖縄返還協定は委員会で可決された後だった。
5.屋良政権の正統性についての考察






　71 年 9 月に本土紙が行った全国世論調査の結果からその動向を見ておこう。返還協定につ
−−−−−−−−−−−−−−−−−−−−
23  「復帰措置に関する建議書」　沖縄国会における論議に向けて、沖縄の声を国会に届けるために屋良朝苗主席と琉球
政府職員 ( 復帰措置総点検プロジェクトチーム、本部長：宮里松正副主席 ) が作成したもの。文書の日付は、衆議院沖
縄返還協定特別委員会で同協定の承認の採決が行われた翌日の昭和 46 年 11 月 18 日付けとなっている。琉球政府渉外








うは思わない」とするものがほぼ半数 (48％、49％ ) となった。基地については、「極東の緊
張を増し、危険だ」と思うものが沖縄住民で 4 割を超える ( 沖縄 44％、本土 33％ ) が、自衛
隊の配備については、沖縄住民の過半 (56％ ) が反対であるのに対し、本土住民の過半 (54％ ) 
が賛成と答えており、意識の溝が際立つ結果となった。屋良主席を支持するかという問いに
対しては、支持 (57％ ) が不支持 (21％ ) を大きく上回った (『沖縄タイムス』 71 年 9 月 27 日
朝刊 )。復帰後ただちに行われるべき県知事選の候補者選びは実は既に始まっており、沖縄国
会を前にして、革新与党サイドでは早くも屋良を推す声が強まっていた。























年 5 月 31 日朝刊 )。
　「復帰優先」を唱えて誕生した屋良政権は、実は初の施政方針 (69 年 ) の段階で、既に「本
土経済の一環」とする新たな経済社会システムへの転換を目指していた。70 年 9 月には、屋
31














主的資質等が開発された人間性」を持つ県民への信頼があった ( 前掲 琉球政府渉外課、1960-
1971)。こうした県政の路線対立の遺伝子は、復帰後も何らかの形で引き継がれていくことに
なる。
　この沖縄県知事選挙は、屋良と大田政作 ( 自民党県連会長、元任命行政主席 ) の一騎打ち
となったが、結果は、屋良が 7 万票以上の大差 ( 投票率 76.32%、得票数 251,230 票、得票率
58.56％ ) で信任された。
6.むすび


































過ぎることはない。沖縄問題は超党派的に考えるべきだ。」と強調した ( 自由民主党、2005、 
pp. 265-266)。
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